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（出所）国立社会保障・人口問題研究所「生活保護」に関する公的統計データから筆者作成

世帯類型別非保護世帯数及び世帯保護率の年次推移
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平成２４年度日本の米の生産高

約８５０万トン

主要国の食料自給率の年次推移

（出所）平成24年 国立社会保障・人口問題研究所より筆者作成

カロリーベースで40%に
も満たない食料自給率

主要国中最低
多くの食料を輸入に依存
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現在、わが国は、課題が山積

フードバンク活動が全国的に
増加・活発化

生活困窮者の増大
主要国中最低の食料自給率、輸入に依存

概念：食品製造、流通企業及び個人などから、余剰食品を
無償で寄付していただき、それを、生活困窮者支援団体に
無償で分配する活動。

運営目的：原田（2012）によれば、主なミッションによ
り「生活困窮者を救済する」「食品ロスを削減する」「地
域を活性化する」の3種に分類できるが、いずれの運営主
体も、生活困窮者を救済する活動を基盤としている。

それぞれの運営主体が独自に活動を行っている。
「FOOD BANK GUIDELINE2010」を締結したネット
ワークがあり、必要に応じて連携しているが、全体として
組織的な活動にはなっていない。

日本のフードバンクの概念と運営目的
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フードバンクに寄贈される食品一例

印字ミス、パッケージが凹んだ、

重量の過不足、新しいバージョンの
商品がでたなど、食べ物としては

問題ないのに商品にならない食べ物

農林水産省フードバンクのサイトから筆者作成
http://www.maff.go.jp/j/shokusan/recycle/syoku_loss/foodbank/shokai/index.html2013/1/2

日本のフードバンクの展開状況

震災支援で扱った食品は除く

フードバンク運営主体が取り扱った
食品の総量

2009年⇨約1,000トン（運営主体数11）
2012年⇨約3,000トン（運営主体数22）

出所：運営主体のサイトから概算
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韓国のフードバンク組織

出典：章大寧(2010)にもとづいて筆者作成
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韓国フードバンクウェブサイト（http://www.foodbank.1377.org）等より、筆者作成

韓国Food Bank 拠点数の推移
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出典：韓国Food Bankウェブサイト（http://www.foodbank.1377.org）より筆者作成

利用施設

37%

各種団体

20%

福祉法人

31%

生活施設

7%

ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀ

2%

市･郡･区

2%

その他

1%156

132

84

30

10 9
3

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180
主体数

2012年におけるフードバンクの運営主体数と構成比

183 211
264

405
322

64
91

97

112

73
123

152

175

216

156

10

10

15

14

11

91

43

46

55

36

6
6

7

9

4

55
90

124

161

87

0

200

400

600

800

1000

1200

2008 2009 2010 2011 2012

その他

一般家庭

集団給食所

食品接客業

食品卸・小売業

卸売・製造加工業

食品製造

1億ウォン

出典：韓国Food Bankウェブサイト（http://www.foodbank.1377.org）より筆者作成
企業は、寄付食料の原価をフードバンクに伝える義務がある。 1ウォン≒0.07円

寄付者別寄付食料の推移（金額ベース）
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韓国のフードバンク

フードマーケットの内部永登浦区フードバンク

配送車 フードバンクを利用したレストラン

日本におけるフードバンク運営主体の課題

活動への社会的評価の高まり、活動規模が拡大

経費の増大で、首都圏を除き財源確保に困窮

財政基盤の強化のため、行政との協働が議論

非営利市民組織活動としての特徴を担保
しつつ、行政との協働の在り方は？

フードバンク活動を国策として
行っている韓国と比較し、

日本のフードバンク運営主体と
行政との協働を考察



2013/5/22

8

フードバンク活動の組織、活動、行政との協働、関係性の日韓比較

日本 韓国

組織

ミッション
●食品ロスを削減
●生活困窮者を救済
●地域を活性化

●生活困窮者を救済
●分かち合いの文化醸成

組織の形態
と運営

●すべての運営主体は
市民による非営利組織
である。
●2010年に全国ネッ
トワークが結成された
が、必ずしも機能して
おらず、各運営主体が
独自のミッションと方
法で活動している。

●食品を、最終的に生活困
窮者に提供する運営主体は、
非営利市民組織であるが、
国が国策として全面的に支
援している。
●保健福祉部が、全国フー
ドバンクを、広域市・道が
広域フードバンクを、市・
郡・区が基礎フードバンク
を、それぞれ管理し、組織
的に活動が運営されている。

フードバンク活動の組織、活動、行政との協働、関係性の日韓比較

日本 韓国

活動

食料の流
れ

●各運営主体は、個別に食
品関連企業から無償で食料
の提供を受け、生活困窮者
支援団体に無償で提供
●大都市の運営主体から地
方の運営主体に提供される
例もある
●大半が支援団体経由で、
直接個人に提供している例
は少ない

●寄贈された食料は、上位から
順次下位のフードバンクを経由
して、生活困窮者支援団体に提
供されている
●物流の効率化のため、大田に
中央物流センター設置
●フードマーケットでは、生活
困窮者に寄贈物品を直接提供
●生活保護受給者及び予備群に
月間５ポイント使用可能なポイ
ントカード支給

活動方法
それぞれの運営主体が、そ
れぞれのミッションを掲げ、
独自の方法で活動

保健福祉部が社会福祉協議会に
業務を委嘱、組織的に活動全体
を管理

ホームレ
ス支援

すべての運営主体は、ホー
ムレス支援が起点であり活
動を継続

ホームレス支援は行っていない
（ホームレス支援法がある）
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フードバンク活動の組織、活動、行政との協働、関係性の日韓比較

日本 韓国

行政との協働

一部のフードバンクで
は行政との協働がある
が、ほとんどのフード
バンクでは協働してい
ない。

国や地方自治体に組織的に
組み込まれており、全面的
に協働している。

行政との関係性

●一部のフードバンク
では、行政との関係性
を構築しているが、そ
の多くは良好ではない。
●関係性のないフード
バンクもある。

国策として組み込まれてお
り、通常の非営利市民組織
と行政との関係性には当た
らない。

結論

フードバンク活動は、行政が主導する型で取り組めば、
システム化され、効率よく社会秩序の中にビルトイン
されやすい。

しかし、非営利市民組織として一義的に取り組むべき
「行政や市場では解決できない課題」が疎かになると
いうデメリットもある。

今後、わが国のフードバンク活動を広げていく上で、
韓国の事例は参考すべき点が多々あるものの、行政と
協働にあたっては、フードバンク運営主体が主導とな
ることが望ましいと考える。
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今後の課題
●韓国では、社会福祉協議会が、行政の窓口や運営主体とのパ
イプ役となって、フードバンク活動を推進。
●日本でも、社会福祉協議会が運営主体となり、活動を開始
しょうとする事例が現れている。
社会福祉協議会との協働により、行政との関係性を構築しよう
とする運営主体の増加。
●社会福祉協議会は、地域の生活困窮者の実態を詳細に把握し
ており、社会福祉協議会との協働は、現在の日本のフードバン
クが抱える課題の一つである、受益者ニーズとのミスマッチ解
消にも繋がる期待

今後、韓国における事例を踏まえ、フードバンク運
営主体と社会福祉協議会の関係性について検討を進
めていきたい。


